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会社が給与計算に使うROCADE(＊1)の勤怠記録とCWPが異なる

　執行部2人の過去19ヶ月分の遡及計算を会社にしてもらい、組合が独自に計算したそれと比較し
た。合計で10ヶ所以上誤りが有りその原因を確認した。その理由は手計算による人為的ミス、
ROCADEが実際の勤務時間と異なる時間を記録しているシステムによるミス(＊2)であった。会社は
ROCADEを勤怠管理、給与計算に使用しているが、組合は一貫してROCADEはCWPと相違が有り給
与計算には使えないと主張している。百歩譲ってROCADE を使うにしても労使相互で確認出来る様
にROCADEのデータを全て開示する様に求めたが、会社は合理的な理由も無く頑なに開示しようと
しない。勤怠管理を出来ていない事、労働者が自分達のタイムカードを客観的に確認出来ない事は労
基法上問題である。また週40時間を超えた法外残業が支払われていない週が存在している。執行部で
は残業の有無に関わらず、全ての給与計算をやり直す必要があると考える。

＊1 ROCADEは会社が勤怠管理、給与計算に使用しているシステム。乗務員はアクセス出来ない。
       CWPは乗務員がアクセス出来る勤怠管理システム。
＊2 何故相違が出たのかは不明で、会社側は説明することが出来ないとのこと。

週の定義

　労基法上『週』の定義は、『就業規則等で特段の定めがない場合に暦週の日曜日から土曜日まで』
となる。2017年の時点で人事本部より『週は月曜日から日曜日まで』との回答を得ている。残業代
の計算も月曜日から日曜日の一週間を区切りに行っていると当時回答があった。しかしながら就業規
程等にその定めは無く、どちらで計算しているのか改めてこの場で確認した。ここも決まらなければ
遡及の計算は始められない。



算定基礎額の計算において、月平均所定労働時間として162hを使っている
　162hは通常、実際の労働時間よりも多い時間なので残業代、深夜手当の基準となる算定基礎額は
少なく計算されてしまう。前年の労働時間から割り出すか、労使で妥当な時間を決めるかいずれか
が必要と考えている。
例　前月の基本給と各種手当が32.4万円であった時の算定基礎額は、
　　324000円/162h=2000円であるが、仮にロスターで示された所定労働時間が120hの場合は、
　　324000円/120h=2700円となり算定基礎額（1時間当たりの単価）が変わってくる。

日を跨いだ残業、週を跨いだ、月を跨いだ残業の計算
　日を跨いだ勤務は一連続の勤務としている。例えばNRT-MNLの日を跨ぐ様なパターンでスケ
ジュールよりも遅れた場合は、同じ一連続の勤務として残業代を計算しており組合の見解と一致し
た。一週間の最後の7日目とその次の日にかけて、日跨ぎかつ週跨ぎの勤務がある場合も一連続の勤
務として残業代を計算しており組合の見解と一致している。
　しかしながら週が月を跨いでいる時は月当たりの変形労働時間制なのでそこは月で区切って計算
しているとの事であった。労基法上一週が月をまたぐ場合の取扱いについての法令や行政解釈はな
い。よって月を跨ぐからと言って週40時間以上の労働時間に対して残業代を支払う必要がない法的
根拠は無いので、組合としてはここも未払いであると考える。

スタンバイの残業代計算方法
3～10時のスタンバイで7時に連絡があり10～15時の飛行勤務をしたら残業代はゼロ？
　会社は現状3時から7時までの4時間の半分の2時間を労働時間とし、10～15時まで5時間の労働時
間で合計7時間を労働時間として計算している。オリジナルの勤務時間は7時間で、実労働時間も7時
間なので残業代はゼロと会社はしている。
　組合はオリジナルの所定労働時間から出ている10時から15時までは残業になると考える。
　またオリジナルの所定労働時間を3～10時の7時間としておきながら、スタンバイ勤務を完遂する
と半分の3.5時間で労働時間を計算している事に法的な説明はなかった。また残業代の計算をする時
は3～10時の7時間全体と比較して残業代を払うか決めており一貫性がない。

会社からの勤務変更は所定労働時間の変更であったのか
　会社は今まで勤務変更が所定労働時間の変更である事は労働者に説明しておらず、就業規程にそ
の定めもなく労使でコンセンサスをとっていなかった。そもそも行政解釈として変形労働時間制は
前月25日に発行された所定労働時間(ロスター)を会社は任意に変更出来ない。
　【例:9～15時のオリジナル勤務が変更になり9～18時の勤務に変わった場合】
1. 所定労働時間の変更を了承した場合は、勤務時間が3時間増えていても残業代はゼロ
2. 所定労働時間の変更を了承していない場合は、オリジナル終業15時を超えて17時(9時+8時間)ま
での2時間が法定内残業、17時～18時の1時間が法定外残業となる。

　これを全て理解した上で、勤務変更＝所定労働時間の変更として同意していた労働者はいたので
あろうか。



法定外休日勤務手当
　

　運航乗務員就業規程には法定外休日勤務手当の記載が無く、今まで支払いも行われていなかっ
た。正社員の就業規則、賃金規程を見ると全ての休日に勤務した場合に135%の支払いをする様に読
める。JCAでは、これに従い乗務員の休日勤務に対しても、法定休日、法定外休日を区別すること
なく、135％の割増賃金を支払うよう要求した。
　また休日に勤務をした代わりにとった休みが、振替休日か代休か区別する勤務コードを付与して
いないのでどちらか確認できなくなっている。勤務コードに関しても改善が必要と考える。

　＊振替休日と代休の違い
「振替休日」とは、予め休日と定められていた日を労働日とし、そのかわりに他の労働日を休日と
することを言う。これにより、予め休日と定められた日が「労働日」となり、そのかわりとして振
り替えられた日が「休日」となる。従って、もともとの休日に労働させた日については「休日労働」
とはならず、休日労働に対する割増賃金の支払義務も発生しない。 
一方、いわゆる「代休」とは、休日労働が行われた場合に、その代償として以後の特定の労働日を
休みとするものであって、前もって休日を振り替えたことにはならない。従って、休日労働分の割
増賃金を支払う必要がある。


